
 

久留米市短期集中型訪問事業（元気向上訪問相談サービス）実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、久留米市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則（平成２９年久

留米市規則第２号。以下「規則」という。）別表第１の規定に基づき実施される、短期集

中型訪問事業（元気向上訪問相談サービス）（以下「事業」という。）の実施について、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「専門職」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 保健師 

(2) 看護師 

(3) 管理栄養士 

  (4) 歯科衛生士 

２ この要綱において「対象者」とは、本市に住所を有し、かつ、要支援認定を受けた者

又は規則第４条による確認を受けた者で、介護予防ケアマネジメントの結果、口腔機

能低下や低栄養傾向、うつや閉じこもり傾向などの心身の状況により通所型サービス

の利用が困難と認められ、訪問型サービスによる介護予防の取り組みを行うことで自

立した生活を送ることが見込まれる者をいう。 

３ この要綱において「利用者」とは、対象者が第６条に規定する申請を行い、利用が認

められた者をいう。 

４ この要綱において、「地域資源」とは、地域住民による多様な地域活動や医療・介護の

専門機関、民間企業等、高齢者の日常生活における様々な生活課題を支援することが

できる多様な主体をいう。 

５ この要綱において、「通いの場」とは、趣味活動や生涯学習、運動等を通じて、高齢者

の生きがいや外出機会を創出し、住民の交流を図る多様な活動の場をいう。 

 

（事業の目的） 

第３条 この事業は、口腔機能の低下や低栄養を要因とする心身機能の低下やうつや閉じ

こもりの傾向にあり活動性の低下が見られる高齢者に対し、生活機能等に関する問題を

総合的に把握、評価し、必要な助言や指導を行うことで、ひいては社会参加につなげる

など高齢者の活動性の向上を図るもの。 

 

（実施主体） 

第４条 この事業の実施主体は、久留米市とする。ただし、市は、本事業を効果的かつ円

滑に行うため、専門的な知識や経験を有する専門職または法人等に業務の全部又は一部

を委託することができる。 

 

（事業の内容） 

第５条 本事業として提供するサービスは、専門職が対象者の自宅を訪問し、利用者の状

態に応じて概ね３か月間で、食べること(栄養状態及び口腔状態等)やうつや閉じこもり

傾向等における課題の改善又は状態悪化の予防にかかる専門的な助言や情報提供(食環

境や口腔機能、うつや閉じこもり傾向の改善を図るための提案、医療機関への受診勧奨、

家族介護者への助言、本事業に関連した地域資源や通いの場の紹介等)を行うものとする。 

２ 事業の実施にあたり、訪問する保健師等は、サービス担当者会議に出席し、利用者に



対して事前に個別サービス計画を作成し、利用者の状態に応じ前項各号の内容を組み合

わせて実施するものとする 

 

（事業の利用手続） 

第６条 対象者が、この事業を利用しようとするときは、久留米市短期集中型訪問事業（元

気向上訪問相談サービス）利用申請書（第１号様式）により市長に申請を行うものとす

る。 

２ 市長は前項の申請結果を、久留米市短期集中型訪問事業（元気向上訪問相談サービス）

利用決定通知書（第２号様式）により申請者へ通知する。 

 

（訪問期間等及び利用制限） 

第７条 事業の訪問期間及び回数等は次のとおりとする。 

(1) 訪問期間 ３か月を基本とする。ただし、介護予防ケアマネジメントにより事業の

継続が心身機能・生活機能の改善に必須であると判断された場合には、さらに、最

大３か月まで延長可能とする。 

(2) 訪問回数 概ね週１回までとし、延長時を含め最大 12回までとする。 

(3) 訪問時間 １回につき６０分程度とする。 

２ 事業の利用は、原則として１人１回までとする。ただし、前回の利用終了から１年以

上が経過し、次の各号に該当する事由が発生した場合は、再度の利用を認める。  

(1) 住環境や家庭環境に変更があった場合。 

(2) 利用者の身体状況に事業の利用が必要と認められる何らかの変化（入院等）があっ

た場合。 

 

（事業の利用中止等） 

第８条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、事業の利用を中止する

ことができる。 

(1) 利用者が第２条に規定する対象者の要件を欠くに至ったとき。 

(2) 医師から事業の利用について、中止の指示又は指導を受けたとき。 

(3) 病院に入院及び施設などに入所し、在宅でなくなったとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が事業の利用が適切でないと認めたとき。 

 

（委託料） 

第９条 第４条の規定により委託して実施する場合の委託料（予定価格）については、別

途定める。 

２ 第４条の規定により委託して実施する場合の委託料については、厚生労働省告示第２

３１号（平成２７年３月３１日）により、消費税は非課税とする。 

        

（利用者負担） 

第１０条 事業を利用した場合の利用者の負担は無料とする。ただし、実費が生じるとき

は、利用者に対して実費を負担させることができる。 

 

（地域資源との連携） 

第１１条 市及び専門職は、本事業の提供により改善された食べることの状態等（栄養状

態及び口腔状態等）を維持し、利用者の自立した日常生活を継続するため、多様な地域

資源や地域包括支援センター等の関係者と連携して利用者の社会参加を支援し、外出機

会の創出や活動範囲の拡充を図る。 



（その他の事項） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月４日から施行する。 

この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 



第１号様式（第６条関係） 

 

 

 

久留米市短期集中型訪問事業（元気向上訪問相談サービス）利用申請書兼同意書 

 

 

   年   月   日 

 

 

久留米市長 あて 

 

                                    

                申請者 住所 

 

                    氏名                 

 

 

  久留米市が実施する短期集中型訪問事業（元気向上訪問相談サービス）の利用につい

て、次のとおり申請します。 

また、申請書及び添付書類について、包括支援センターやサービス提供を行う関係者

と、介護予防プラン、申請書の情報及び本事業の評価内容について提供し、共有される

ことに同意します。 

 

申請者 

氏 名  
生年 

月日 
 

性

別 
 

住 所  電話 
（     ） 

 －  

申請区分 

(○を記入) 
新 規   ・   継 続 

希望訪問 

事業所等名 

第１希望          第２希望  

 （           ）  （            ）  

要支援認定

状況、又は

事業対象者

確認状況 

・要支援１・２ 

有効期間   年  月  日から   年  月  日 まで 

 

・事業対象者 

基本チェックリスト実施日       年  月  日 

添付書類 

１．介護保険被保険者証（写し）   

２．ケアプラン 

３．利用者基本情報 

 



第２号様式（第６条関係） 

 

 

 

   年   月   日 

 

 

           様 

 

 

 

                         久留米市長  

 

 

 

 

久留米市短期集中型訪問事業（元気向上訪問相談サービス）利用決定通知書 

 

                    

 

 

  久留米市が実施する短期集中型訪問事業（元気向上訪問相談サービス）の利用につい

て、下記のとおり決定しましたので、通知します。 

 

 

 

記 

 

 

 

利用者名  

申請区分  

訪問事業所等名  

利用期間   年  月  日 ～     年  月  日 

 


